
【様式第1号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 64,821,143,575   固定負債 33,012,704,423

    有形固定資産 49,399,100,312     地方債等 23,175,641,586

      事業用資産 25,767,331,139     長期未払金 -

        土地 8,314,630,252     退職手当引当金 4,597,123,570

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 388,854,434

        立木竹 -     その他 4,851,084,833

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,756,541,696

        建物 33,623,136,815     １年内償還予定地方債等 2,064,908,195

        建物減価償却累計額 △19,216,881,838     未払金 122,124,237

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,676,500,233     前受金 -

        工作物減価償却累計額 △1,159,158,235     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 254,195,137

        船舶 -     預り金 314,968,964

        船舶減価償却累計額 -     その他 345,163

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 35,769,246,119

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 67,500,097,738

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △33,939,133,218

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 3

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 2,529,103,909

      インフラ資産 23,061,048,985

        土地 7,370,606,660

        土地減損損失累計額 -

        建物 2,074,549,983

        建物減価償却累計額 △474,699,913

        建物減損損失累計額 -

        工作物 26,976,120,508

        工作物減価償却累計額 △13,488,342,034

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 602,813,781

      物品 1,506,883,069

      物品減価償却累計額 △936,162,881

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 665,728

      ソフトウェア 665,728

      その他 -

    投資その他の資産 15,421,377,535

      投資及び出資金 10,485,882,260

        有価証券 500,000

        出資金 10,485,382,260

        その他 -

      長期延滞債権 418,662,412

      長期貸付金 152,648,000

      基金 4,416,653,964

        減債基金 252,087,846

        その他 4,164,566,118

      その他 -

      徴収不能引当金 △52,469,101

  流動資産 4,509,067,064

    現金預金 1,647,572,340

    未収金 207,892,913

    短期貸付金 61,232,000

    基金 2,617,722,163

      財政調整基金 2,617,722,163

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 454

    徴収不能引当金 △25,352,806

  繰延資産 - 純資産合計 33,560,964,520

資産合計 69,330,210,639 負債及び純資産合計 69,330,210,639

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 30,673,658,070

    業務費用 10,418,761,056

      人件費 3,869,675,022

        職員給与費 2,944,051,366

        賞与等引当金繰入額 252,708,713

        退職手当引当金繰入額 9,036,008

        その他 663,878,935

      物件費等 6,018,352,916

        物件費 4,217,790,900

        維持補修費 338,623,395

        減価償却費 1,461,938,621

        その他 -

      その他の業務費用 530,733,118

        支払利息 120,914,431

        徴収不能引当金繰入額 58,124,216

        その他 351,694,471

    移転費用 20,254,897,014

      補助金等 16,740,678,472

      社会保障給付 3,501,451,426

      その他 12,767,116

  経常収益 1,285,647,466

    使用料及び手数料 633,806,639

    その他 651,840,827

純経常行政コスト 29,388,010,604

  臨時損失 385,611,869

    災害復旧事業費 43,419,034

    資産除売却損 306,826

    損失補償等引当金繰入額 341,886,009

    その他 -

  臨時利益 10,382,186

    資産売却益 10,362,886

    その他 19,300

純行政コスト 29,763,240,287



【様式第3号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 32,821,069,022 64,018,425,249 △31,197,356,227 -

  純行政コスト（△） △29,763,240,287 △29,763,240,287 -

  財源 30,351,683,464 30,351,683,464 -

    税収等 17,558,902,430 17,558,902,430 -

    国県等補助金 12,792,781,034 12,792,781,034 -

  本年度差額 588,443,177 588,443,177 -

  固定資産等の変動（内部変動） 3,480,675,436 △3,480,675,436

    有形固定資産等の増加 5,947,426,383 △5,947,426,383

    有形固定資産等の減少 △1,477,005,561 1,477,005,561

    貸付金・基金等の増加 1,593,970,230 △1,593,970,230

    貸付金・基金等の減少 △2,583,715,616 2,583,715,616

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 997,053 997,053

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 150,455,268 - 150,455,268

  本年度純資産変動額 739,895,498 3,481,672,489 △2,741,776,991 -

本年度末純資産残高 33,560,964,520 67,500,097,738 △33,939,133,218 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 29,071,800,824

    業務費用支出 8,816,903,810

      人件費支出 3,849,802,080

      物件費等支出 4,495,750,435

      支払利息支出 114,488,937

      その他の支出 356,862,358

    移転費用支出 20,254,897,014

      補助金等支出 16,740,678,472

      社会保障給付支出 3,501,451,426

      その他の支出 12,767,116

  業務収入 24,470,556,927

    税収等収入 17,489,560,500

    国県等補助金収入 5,868,377,030

    使用料及び手数料収入 639,076,931

    その他の収入 473,542,466

  臨時支出 43,419,034

    災害復旧事業費支出 43,419,034

    その他の支出 -

  臨時収入 6,351,268,816

業務活動収支 1,706,605,885

【投資活動収支】

  投資活動支出 7,164,108,687

    公共施設等整備費支出 5,947,186,384

    基金積立金支出 1,054,544,303

    投資及び出資金支出 15,078,000

    貸付金支出 147,300,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,970,311,969

    国県等補助金収入 721,901,688

    基金取崩収入 2,064,355,281

    貸付金元金回収収入 158,932,000

    資産売却収入 25,123,000

    その他の収入 -

投資活動収支 △4,193,796,718

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,117,567,358

    地方債等償還支出 2,097,213,925

    その他の支出 20,353,433

  財務活動収入 4,465,100,000

    地方債等発行収入 4,465,100,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 321,679,032

本年度歳計外現金増減額 △6,710,068

本年度末歳計外現金残高 314,968,964

本年度末現金預金残高 1,647,572,340

財務活動収支 2,347,532,642

本年度資金収支額 △139,658,191

前年度末資金残高 1,472,261,567

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,332,603,376
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全体会計財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ア 有形固定資産 

    原則として、取得原価により評価しています。ただし、開始時の評価

基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   (ｱ) 昭和５９年以前に取得したもの ・・・・・ 再調達原価 

   (ｲ) 昭和６０年以降に取得したもの 

     取得原価が判明しているもの ・・・・・・ 取得原価 

     取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・ 再調達原価 

  イ 無形固定資産 

    原則として、取得原価により評価しています。ただし、開始時の評価

基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの ・・・・・ 取得原価 

    取得原価が不明なもの ・・・・・・・・ 再調達原価 

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ア 有価証券 

   (ｱ) 市場価値のあるもの ・・・・・ 会計年度末における市場価格 

   (ｲ) 市場価値のないもの ・・・・・ 取得原価 

  イ 出資金 

   (ｱ) 市場価値のあるもの ・・・・・ 会計年度末における市場価格 

   (ｲ) 市場価値のないもの ・・・・・ 出資金額 

 (3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

   定額法を採用しています。 

 (4) 引当金の計上基準及び算定方法 

ア 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものに

ついて、実質価額が低下した場合に、実質価額と取得価額との差額を計

上しています。 

  イ 徴収不能引当金 

    過去５年間の平均不納欠損率により算出した徴収不能見込額を計上し

ています。 
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  ウ 退職手当引当金 

    期末に、自己都合により退職した場合に必要となる額を計上していま

す。 

  エ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、「地方公共団

体の財政の健全化に関する法律」に規定する将来負担比率の算定に含め

た将来負担額を計上しています。 

  オ 賞与引当金 

    翌年度６月支給予定の期末勤勉手当及び法定福利費相当額の当年度の

負担額を計上しています。 

 (5) リース取引の処理方法 

   以下の企業会計に準じた基準のほか、重要性の原則に照らし合わせて資

産と費用の分類を行っています。 

  ア ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及び

リース契約１件当たりのリース料総額が３００万円以下のファイナン

ス・リース取引を除く。） 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ ア以外のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ウ オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 (6) 資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金とし

ています。 

 

２ 重要な会計基準の変更等 

  該当ありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当ありません。 

 

４ 偶発債務 

  該当ありません。 
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５ 追加情報 

 (1) 対象範囲（対象とする会計名） 

  ア 一般会計 

  イ 国民健康保険特別会計（全部連結） 

  ウ 後期高齢者医療特別会計（全部連結） 

  エ 介護保険特別会計（全部連結） 

  オ 下水道事業会計（全部連結） 

(2) 出納整理期間 

   地方自治法第２３５条の５の規定により出納整理期間が設けられていま

す。当会計年度に係る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後

の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 (3) 表示単位について 

   各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計

等の金額が一致しない場合があります。 

 



自治体名：館山市 年度：令和5年度
会計：全体会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

事業用資産  41,020,791  9,048,256  3,925,676  46,143,371  20,376,040  728,539  25,767,331
　土地  8,338,877  25,244  49,491  8,314,630 - -  8,314,630
　立木竹 - - - - - - -
　建物  29,380,502  4,318,647  76,012  33,623,137  19,216,882  654,111  14,406,255
　工作物  1,551,594  124,906 -  1,676,500  1,159,158  74,428  517,342
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他  0 - -  0 - -  0
　建設仮勘定  1,749,818  4,579,459  3,800,173  2,529,104 - -  2,529,104
インフラ資産  36,299,653  892,999  168,561  37,024,091  13,963,042  654,657  23,061,049
　土地  7,359,901  10,706 -  7,370,607 - -  7,370,607
　建物  1,970,984  103,566  0  2,074,550  474,700  60,487  1,599,850
　工作物  26,490,588  489,312  3,780  26,976,121  13,488,342  594,171  13,487,778
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定  478,180  289,415  164,781  602,814 - -  602,814
物品  1,516,643  115,072  124,831  1,506,883  936,163  77,515  570,720
合計  78,837,087  10,056,326  4,219,068  84,674,345  35,275,245  1,460,711  49,399,100

有形固定資産の明細


